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　投資主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
　平素は、ヒューリックリート投資法人に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　本投資法人は、平成25年11月7日に設立後、平成26年2月7日に東京証券取引所不動産投資信託証券市
場（J-REIT市場）に上場し、この度、第2期（平成27年2月期）の決算を無事に迎えることができました。これも
ひとえに投資主の皆様の力強いご支援の賜物と、心より感謝申し上げます。

　ここに本投資法人の第2期（平成27年2月期）の運用の概況と決算につきましてご報告申し上げます。

　本投資法人は、上場時に取得した21物件（オフィス8物件、商業施設4物件、有料老人ホーム4物件、ネット
ワークセンター5物件）、101,424百万円のポートフォリオで運用を開始し、第２期におきましては、平成26年11月
に上場後初となる公募増資により18,674百万円を調達し、新規借入金と併せて御茶ノ水ソラシティをはじめ
とする7物件（オフィス2物件、商業施設2物件、ネットワークセンター3物件）、46,744百万円を追加取得いたし
ました。これにより、第2期末のポートフォリオは28物件（オフィス10物件、商業施設6物件、有料老人ホーム4物
件、ネットワークセンター8物件）、 148,168百万円まで拡大しました。また、保有物件の運用においては、スポン
サーの物件運営力及びリーシング力を活用することで高い稼働率を維持するなど安定的な投資運用を推進
してまいりました。
　これらの結果、第2期は営業収益4,054百万円、営業利益2,656百万円、経常利益2,286百万円、当期純利
益2,285百万円を計上し、投資口1口当たりの分配金は、予想対比プラス4.5％の2,926円となりました。

　本投資法人は、第3期（平成27年8月期）に入り、ポートフォリオの収益性の向上に資すると期待するオフィ
ス3物件、8,050百万円を追加取得するなど、ポートフォリオの収益拡大に向けた取り組みを実践しております。

　本投資法人は、今後も引き続き、スポンサーであるヒューリックグループのサポート
を活用しながら、中長期的な収益の維持・向上及び運用資産の規模と価値の成長
を実現することで、投資主価値を最大化していくことを目指してまいります。投資主の
皆様におかれましては、今後とも変わらぬご指導、ご支援を賜りますよう宜しくお願い
申し上げます。

執行役員　時田 榮治
ヒューリックリート投資法人

決算ハイライト

営業収益  4,054百万円 営業利益   2,656百万円

経常利益  2,286百万円 当期純利益   2,285百万円

取得価格合計 148,168百万円

ＬＴＶ  38.5％

期末稼働率       99.0％

ポートフォリオサマリー（28物件）（平成27年2月28日現在）

投資主の皆様へ

ポートフォリオの内訳
（資産規模ベース）
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｢東京コマーシャル・プロパティ」及び
｢次世代アセット」への投資

本投資法人は、主たる投資対象に東京コマーシャル・プロパティを据えることで中長期的な投資主
価値の最大化を目指し、次世代アセットへの投資により長期的に安定した収益の獲得を目指します。

ポートフォリオの80%
程度

20
ポートフォリオの

%程度

「東京コマーシャル・プロパティ」
への重点投資
本投資法人は、商業用不動産として確立されたアセットで
あり、ヒューリックが豊富な運用実績及びノウハウを有する
「東京コマーシャル・プロパティ」を重点投資対象と位置付
け、ポートフォリオの80％程度を投資します。

オフィス 商業施設

本投資法人は、将来の『安心と信頼に満ちた社会の実現』のた
めのインフラとしてニーズの拡大が見込まれ、かつ、ヒューリック
が培ってきたテナント管理等のノウハウを活用することにより、
適切なリスク管理と収益の獲得が可能な投資対象と考える「次
世代アセット」にポートフォリオの20％程度を投資します。

「次世代アセット」への
 投資

有料老人
ホーム

ネットワーク
センター

■ヒューリックグループとのコラボレーション

ポートフォリオの特徴

ヒューリックの概要

■株式会社富士銀行（現：株式会社みずほ銀行）の銀行店舗・センター・企業寮の所有及び管理受託を主要事業として
設立され、その後、「都心の駅近のオフィス」等を外部から取得することで、不動産賃貸業務を拡大しています。

■築年数の古い保有不動産について立地の特性に適した建替えを進める建替事業のほか、建替事業で培ったノウハウ
を活用した開発事業、CRE事業及びPPP事業を展開するなど、事業領域の拡大と強化を進めています。

■投資主利益に配慮した運営体制の確保
■投資主の利益とヒューリックグループの利益の一体化

■利益相反対策と第三者性を確保した運営体制の採用

■安定的かつ健全な財務運営
■メガバンクを中心とする複数の金融機関との強固かつ安定的な取引関係の構築

■借入金の長期固定化と返済期限の分散化

平均賃貸借期間と平均ＮＯＩ利回り（アセットタイプ別）

（注）上表において、バブルの大きさは保有資産のアセットタイプ別の取得価格の合計を表します。
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（注）平成26年12月末現在

ヒューリックのポートフォリオ

ヒューリック株式会社 オフィス・商業
593千㎡ 77%

東京23区
347千㎡ 59％

徒歩
1分以内
39％

徒歩2～3分
34％

徒歩4～5分
14％

徒歩5分超 13％

23区外 首都圏
129千㎡ 22％

京阪神
56千㎡ 9％

その他
61千㎡ 10％

賃貸住宅・
老人ホーム等
182千㎡ 23%

エリア別
駅徒歩
分数別用途別

投資ハイライト

（オフィス・商業） （オフィス・商業）
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オフィス 商業施設 ネットワークセンター

物件名 御茶ノ水ソラシティ ヒューリック
東上野一丁目ビル

ヒューリック
新宿三丁目ビル 横浜山下町ビル 千葉ネット

ワークセンター
札幌ネット

ワークセンター
京阪奈ネット
ワークセンター

物件写真

所在地 東京都千代田区 東京都台東区 東京都新宿区 神奈川県横浜市 千葉県印西市 北海道札幌市 京都府木津川市 

駅徒歩
東京メトロ千代田線
「新御茶ノ水」駅

直結

都営地下鉄大江戸線・
つくばエクスプレス線
「新御徒町」駅
徒歩2分

東京メトロ丸ノ内線・
副都心線

「新宿三丁目」駅
徒歩1分

横浜高速鉄道
みなとみらい線
「元町・中華街」駅

徒歩1分

ー ー ー

取得価格 22,854百万円 2,670百万円 5,550百万円 4,850百万円 7,060百万円 2,510百万円 1,250百万円

第2期の運用実績

平 均 N O I 利 回 り

償却後平均NOI利回り

次 世 代 ア セ ッ ト

次 世 代 ア セ ッ ト

東京コマーシャル・プロパティ

東京コマーシャル・プロパティ

ポートフォリオ全体

ポートフォリオ全体

物
件
数

資
産
規
模

21 物件

1,014 億円

7 物件

467 億円

28 物件

1,482 億円

12 物件

77.7 ％

4 物件

76.9 ％

16 物件

77.5 ％

9 物件

22.3 ％

3 物件

23.1 ％

12 物件

22.5 ％

5.1 ％

4.5 ％

4.5 ％

3.6 ％

4.9 ％

4.2 ％

第1期末 公募増資による
取得資産 第2期末

第1期末 第2期末

稼 働 率 99.0 ％98.0 ％99.1 ％

取得資産
（2014年8月末）

着実な外部成長の実現 御茶ノ水ソラシティ Ochanomizu Sola City

公募増資による物件取得（第２期）

上場後初の公募増資による物件取得により、資産規模は、1,482億円に拡大

次世代アセット東京コマーシャル・プロパティ

所 　 在 　 地：東京都千代田区
徒  歩  分  数：｢新御茶ノ水」駅　直結
稼 　 働 　 率：91.4％

オフィス 駅直結

立地特性
■  東京メトロ「新御茶ノ水」駅直結、JR線・東京メトロ「御
茶ノ水」駅から徒歩１分の位置に所在し、徒歩10分圏
内に５駅９路線が利用可能です。

■  都心主要ビジネス拠点、ターミナル駅・空港へ、JR線・
東京メトロ等で自在にアクセス可能な立地に所在して
おり、立地面で高い訴求力を発揮可能と判断されます。

物件特性
■  平成25年竣工の最新鋭の大型複合ビルであり、基準
階床面積は907坪の整形な無柱空間のメガフロアを
有しており、入居者のニーズに合わせた効率的かつ自
由なオフィスレイアウトも可能です。

■  １フロアにつき57ゾーンに分割したきめ細かな空調設
定が可能になっている点や、ビジネスニーズに応じた
セキュリティ対応が可能な点など、快適なオフィス空
間が提供できるハイグレードオフィスです。

■  １、２階に大小様々な会議室・ホールを有した「ソラシ
ティカンファレンスセンター」があり、あらゆるビジネス
シーンに応えることができます。

■  東京メトロ「新御茶ノ水」駅と直結する地上・地下２層
の広場「ソラシティプラザ」には、飲食店舗やサービス
店舗が15店舗並び、１階オフィスエントランスロビー
にはカフェスペースが設けられています。

環境・社会への配慮
■  先駆的な技術に基づく最新の環境性能を備えている点、ビルの防災やテナントの事業継続、地域
の防災力向上において極めて優れた配慮がなされている点、お茶の水地域の魅力を高める各種
の取り組みが実施されている点等を評価され、国内トップクラスの卓越した「環境・社会への配
慮」がなされたビルとして、DBJ Green Building認証を受けています。

■  国土交通省主導のもとで開発された建築物の環境性能を評価する手法であるCASBEE（建築
環境総合性能評価システム）において、5段階のうち最高ランクであるSランクを取得しています。

スポンサーとの共有
■  本物件は、スポンサーであるヒューリックが開発に参画し、
第2期末現在、ヒューリックが準共有持分31％を保有して
います。

■  本投資法人は、ヒューリックが保有する準共有持分の約４
割相当（準共有持分13％）を取得し、ヒューリックは残りの
約６割相当（準共有持分18％）を継続保有する予定です。

他社保有持分
69％

ヒューリック保有持分
31％

ヒューリック継続保有持分 
18％

本投資法人取得持分 13％

スポンサー開発物件
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平成27年
1月
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3月
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100.0

98.3

88.0

91.0

94.0

97.0

財務状況
安定的かつ健全な財務運営
中長期的な収益の維持・向上及び運用資産の規模と価値の成長を実現することを目的として、安定的
かつ健全な財務運営を行うことを基本方針とし、LTVについては、当面は40％から45％の水準で保
守的に運営することを目指しています。

返済期限の分散状況（注3）

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 平成32年 平成33年 平成34年 平成35年 平成36年

コミットメントライン　10,000百万円

（百万円） 既存借入 本タームローン

平成37年 平成38年 平成39年
8月期2月期 8月期2月期 8月期2月期 8月期2月期 8月期2月期 8月期2月期 8月期2月期 8月期2月期 8月期2月期 8月期2月期 8月期2月期 8月期2月期 8月期2月期

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

財務状況

L　T　V（注1） 長期負債比率 平均利率（注2）

（注1）LTVは、以下の算式により求められます。
　　  有利子負債総額÷総資産額×100
（注2）金利スワップ契約の締結にて固定化した金利を加重平均して算出しています。

（注3）本タームローンは、平成27年2月27日に実施した借換えの内容を記載しています。

借入先の分散状況

みずほ銀行 30.0％

三井住友銀行 22.1％三菱東京UFJ銀行 12.3％

りそな銀行 2.2％ 信金中央金庫 0.8％
あおぞら銀行 0.8％

新生銀行 0.8％
農林中央金庫 7.2％

三井住友信託銀行 7.2％

日本政策投資銀行 7.2％

みずほ信託銀行 9.5％

借入金合計

60,700
百万円

保有物件の稼働率推移
上場来の高稼働を維持（平成27年2月末時点で99.0％）。

38.5％ 93.5％ 0.77％

物件管理の経費削減
個別物件の管理仕様の見直し等を実施し、年間約930万円の経費を削減。

リーシング事例
■ヒューリック東上野一丁目ビル
　（取得後、早期にリースアップ完了）

■ラピロス六本木 ■ヒューリック神田ビル（第３期）

５階 約133坪
自社ビルのオフバラ
ンスや立地改善の
ニーズを持つ、東京
北部を本拠点とす
る上場企業との成
約に成功

７階 約43.7坪
館内増床（第３期）

３階 約176.5坪
ニーズ分析に基づ
き、賃貸フロアを小
分けすることでテナ
ント候補の裾野を拡
大し、全面積の成約
に成功

８階 約140坪
既存テナントの退
去前にリースアップ
完了

賃料更改実績
第２期は、「増額更改 ３件」「減額更改 なし」で着地。

更改件数 増額件数 増額率 減額件数

第 １ 期 実 績 22件 3件 8% 2件

第 ２ 期 実 績 16件 3件 6% 0件

ヒューリック東上野一丁目ビルの取得
（取得時の稼働率：82.1%）

御茶ノ水ソラシティ取得
（取得時の稼働率：91.4%）

千葉ネットワークセンター
他1物件の取得

入居
ラピロス六本木
ヒューリック東上野一丁目ビル
ヒューリック神宮前ビル
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小川町
淡路町

神田

新日本橋

三越前大手町

東京

東京

人形町

神保町

九段下

半蔵門

永田町

麹町

竹橋

末広町

後楽園

後楽園
飯田橋

飯田橋

東池袋

都電雑司ヶ谷

雑司ヶ谷

湯島
新御徒町

稲荷町

田原町

浅草

入谷

浅草

岩本町

東日本橋

水天宮前

浜町

蔵前

蔵前

森下

清澄白河
日本橋

二重橋前

日比谷

内幸町
虎ノ門

霞ヶ関溜池山王

桜田門

赤坂

乃木坂

六本木

六本木一丁目

神谷町

赤羽橋

麻布十番

芝公園

日の出

竹芝

三田

広尾

汐留

赤坂見附

国会議
事堂前

銀座 東銀座

築地市場

築地

銀座一丁目 八丁堀

茅場町

越中島

門前仲町

京橋
宝町

新富町

月島

勝どき

市ヶ谷

四ッ谷

新御茶ノ水

鬼子母神前

下落合

東池袋四丁目

護国寺

面影橋

学習院下

都電早稲田

江戸川橋

早稲田

茗荷谷

春日
本郷三丁目

上野御徒町上野広小路

京成上野

東大前

白山

本駒込
千駄木

根津

新大塚

牛込柳町
若松河田

西早稲田

東新宿

南新宿

参宮橋 北参道

外苑前

表参道

青山一丁目

神泉 渋谷

代官山

明治神宮前

新宿御苑前

千駄ヶ谷
信濃町

国立競技場

四谷三丁目

曙橋
新宿西口

都庁前

赤坂御用地

浜離宮恩賜庭園 都営
大江
戸線

芝公園

東京タワー

明治神宮外苑

新宿御苑

都営新
宿線

都営新宿線

明治神宮
代々木公園

都
営
三
田
線

東
京
メ
ト
ロ
有
楽
町
線

東
京
メトロ丸

ノ内
線東

京
メ
ト
ロ
副
都
心
線

京
浜
東
北
線

皇居

鴬谷

御徒町

上野

秋葉原

新線新宿

新宿三丁目

浅草橋

馬喰横山

馬喰町

小伝馬町

両国

新橋 新橋

有楽町

浜松町
大門

田町恵比寿

原宿

代々木

新宿

西武新宿

飯田橋
水道橋

御茶ノ水新大久保

高田馬場

目白

大久保

市場前

新豊洲

豊洲

総武本線

中央本線

神楽坂

牛込神楽坂

西武池袋線

都営大江戸線

東北・上越新幹線

東京
メトロ

千代
田線

東京
メトロ

銀座
線

東
京
メ
ト
ロ
南
北
線東京メト

ロ日比
谷線

都営新宿線

御茶ノ水ソラシティ

ヒューリック高田馬場ビル

ヒューリック九段ビル（底地）

ダイニングスクエア
秋葉原ビル

ヒューリック
東上野一丁目ビル

ヒューリック神田ビル

ヒューリック神田橋ビル

ヒューリック蛎殻町ビル

虎ノ門ファーストガーデン

ヒューリック神谷町ビル
ラピロス六本木

ヒューリック神宮前ビル

ヒューリック新宿三丁目ビル

オフィス 商業施設ポートフォリオマップ（オフィス・商業施設）ポートフォリオ一覧 ポートフォリオの概要
区分 物件名称 所在地 取得価格

（百万円）

東
京
コ
マ
ー
シ
ャ
ル・プ
ロ
パ
テ
ィ

オ
フ
ィ
ス

ヒューリック神谷町ビル 東京都港区 20,100

ヒューリック九段ビル（底地） 東京都千代田区 11,100

虎ノ門ファーストガーデン 東京都港区 8,623

ラピロス六本木 東京都港区 5,160

ヒューリック高田馬場ビル 東京都豊島区 3,900

ヒューリック神田ビル 東京都千代田区 3,780

ヒューリック神田橋ビル 東京都千代田区 2,500

ヒューリック蛎殻町ビル 東京都中央区 2,210

御茶ノ水ソラシティ 東京都千代田区 22,854

ヒューリック東上野一丁目ビル 東京都台東区 2,670

オフィス（10物件）小計 82,897

商
業
施
設

大井町再開発ビル２号棟 東京都品川区 9,456

大井町再開発ビル１号棟 東京都品川区 6,166

ダイニングスクエア秋葉原ビル 東京都千代田区 3,200

ヒューリック神宮前ビル 東京都渋谷区 2,660

ヒューリック新宿三丁目ビル 東京都新宿区 5,550

横浜山下町ビル 神奈川県横浜市 4,850

商業施設（6物件）小計 31,882

東京コマーシャル・プロパティ（16物件）中計 114,779

次
世
代
ア
セ
ッ
ト

有
料
老
人
ホ
ー
ム

アリア松原 東京都世田谷区 3,244

トラストガーデン用賀の杜 東京都世田谷区 5,390

トラストガーデン桜新町 東京都世田谷区 2,850

トラストガーデン杉並宮前 東京都杉並区 2,760

有料老人ホーム（4物件）小計 14,244

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
セ
ン
タ
ー

池袋ネットワークセンター 東京都豊島区 4,570

田端ネットワークセンター 東京都北区 1,355

広島ネットワークセンター 広島県広島市 1,080

熱田ネットワークセンター 愛知県名古屋市 1,015

長野ネットワークセンター 長野県長野市 305

千葉ネットワークセンター 千葉県印西市 7,060

札幌ネットワークセンター 北海道札幌市 2,510

京阪奈ネットワークセンター 京都府木津川市 1,250

ネットワークセンター（8物件）小計 19,145

次世代アセット（12物件）中計 33,389

28物件　合計 148,168

稼 　 働 　 率：

取得価格合計：

平均NOI利回り：

ポートフォリオ全体

次世代アセット

東京コマーシャル・プロパティ

エリア別 賃貸借期間別

その他23区
60.4％

その他
39.6％

20年以上
77.6％

15年以上
20年未満
19.9％

10年以上
15年未満
2.4％

エリア別 用途別
ネットワークセンター 

12.9％
次世代アセット

22.5％

東京コマーシャル・
プロパティ
77.5％

有料老人ホーム
9.6％

オフィス
55.9％

その他 12.2％

その他
23区
18.0％

都心6区
69.8％

商業施設
21.5％

エリア別 最寄駅からの徒歩分数別

その他23区
5.7％

徒歩2分超
3分以内
6.4％

徒歩5分超 5.7％その他 4.2％

徒歩1分以内
63.4％

駅直結
24.4％

都心6区
90.1％

保有物件（平成27年2月28日現在）

148,168百万円

4.9％

99.0％

神奈川

石川町

鹿島町

新高島

みなとみらい

元町・中華街

野毛山動物園 山下公園
氷川丸

伊勢佐木長者町

横浜

戸部

日ノ出町

黄金町

阪東橋

吉

南太田

平沼橋

横
浜
市
営
地
下
鉄

京急本
線

みなとみらい線

桜木町

横浜ランドマークタワー

港の見える丘公園

横浜山下町ビル 

高輪台

立会川

鮫洲

青物横丁

新馬場

北品川大崎広小路

りんかい線

首都
高速
湾岸
線

京
急
本
線

大崎

下神明

西大井

大井町

五反田

天王洲アイル

品川シーサイド

東
海
道
本
線

都営
浅草
線

首
都
高
速
１
号
羽
田
線

品川

東
京
モ
ノ
レ
ー
ル

大井町再開発ビル1号棟

大井町再開発ビル2号棟

8 9



ヒューリック新宿三丁目ビル 横浜山下町ビル

ダイニングスクエア秋葉原ビル

駅徒歩
1分

商 業
施 設

大井町再開発ビル1号棟・2号棟

駅徒歩
1分

商 業
施 設

ヒューリック高田馬場ビル

駅徒歩
6分

オフィス

ヒューリック神田橋ビル

駅徒歩
1分

オフィス

ラピロス六本木

駅直結

オフィス

ヒューリック神田ビル

駅徒歩
1分

オフィス

ヒューリック神谷町ビル

駅徒歩
1分

オフィス

ヒューリック九段ビル（底地）

駅徒歩
1分

オフィス

虎ノ門ファーストガーデン

駅徒歩
1分

オフィス

ヒューリック蛎殻町ビル

御茶ノ水ソラシティ

ヒューリック東上野一丁目ビル

駅徒歩
2分

オフィス

駅直結

オフィス

駅徒歩
2分

オフィス

駅徒歩
1分

商 業
施 設

駅徒歩
1分

商 業
施 設

保有物件（平成27年2月28日現在）

トラストガーデン杉並宮前

有料老人
ホーム

トラストガーデン桜新町

有料老人
ホーム

トラストガーデン用賀の杜

有料老人
ホーム

アリア松原

有料老人
ホーム

長野ネットワークセンター

ネットワーク
センター

熱田ネットワークセンター

ネットワーク
センター

京阪奈ネットワークセンター

ネットワーク
センター

広島ネットワークセンター

ネットワーク
センター

田端ネットワークセンター

ネットワーク
センター

池袋ネットワークセンター

ネットワーク
センター

札幌ネットワークセンター

ネットワーク
センター

千葉ネットワークセンター

ネットワーク
センター

東京コマーシャル・プロパティ 次世代アセット

ヒューリック神宮前ビル

駅徒歩
7分

商 業
施 設

10 11
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Asset Management Reported
Ⅰ．資産運用報告

１．資産運用の概況
（1）投資法人の運用状況等の推移

（2）当期の資産の運用の経過
　本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（以下「投信法」といいます。）に基づき、ヒューリックリートマネジメント株式
会社（以下「本資産運用会社」といいます。）を設立企画人として、平成25年11月７日に設立され、平成25年11月25日に関東財
務局への登録が完了しました（登録番号　関東財務局長 第88号）。その後、本投資法人は、平成26年２月６日を払込期日として公
募による新投資口の発行を実施し、平成26年２月７日に株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）不動産投
資信託証券市場（以下「J-REIT市場」といいます。）に上場しました（銘柄コード3295）。更に、同年３月７日には第三者割当による
新投資口の発行）を実施しました。当期に入り、平成26年11月６日に上場後初となる公募増資及び同年11月21日に第三者割当を
実施したことにより、当期末現在における発行済投資口数は781,000口となっています。
　本投資法人は、オフィス及び商業施設に重点を置いて投資・運用を行っています。

①運用環境及び運用実績
　運用環境：消費増税後の落ち込みから持ち直しつつあり、住宅投資や個人消費で一部改善の動きに鈍さがみられるものの、企業
業績や雇用・所得環境の改善等により、緩やかな景気回復基調が続くものと予想されます。
　オフィスビル賃貸市場においては、東京都心部を中心に需給バランスの改善により空室率が低下し、賃料水準も底堅く推移しま
した。
　運用実績：本投資法人は、当期において、平成26年10月16日にヒューリック東上野一丁目ビル（注）、ヒューリック新宿三丁目ビル
（注）、横浜山下町ビル、京阪奈ネットワークセンターの４物件、同年11月７日に御茶ノ水ソラシティ、同年12月16日に千葉ネット
ワークセンターと札幌ネットワークセンターの２物件、計７物件（取得価格46,744百万円）を取得しました。その結果、当期末現在に
おける本投資法人が保有する物件は28物件、取得価格の合計は148,168百万円となりました。また、当期末現在におけるポート
フォリオ全体の稼働率は99.0％と高い水準を維持しました。
（注） 平成27年１月５日付で「ヒューリック東上野一丁目ビル」は「東上野ビル」から、「ヒューリック新宿三丁目ビル」は「新宿ゲイツビル」からそれぞれ名称を変

更しています。

②資金調達の概要
　本投資法人は、当期において、平成26年11月６日に上場後初となる公募増資（122,860口）及び同年11月21日に第三者割当
（6,140口）を実施しました。この結果、当期末現在における発行済投資口数は781,000口、出資総額は86,617百万円となりまし
た。
　また、有利子負債の調達においては、資産の取得に充てるため平成26年10月16日、11月７日、12月16日に合計で短期借入金
27,700百万円の借入れを行い、平成27年２月27日に全額長期借入金への借換えを実施しました。これらの長期借入金について
は全て金利スワップ取引により金利の固定化を図りました。
　その結果、当期末の有利子負債残高は60,700百万円、うち短期借入金3,960百万円、長期借入金56,740百万円となり、総資
産有利子負債比率（以下「LTV」といいます。）は38.5％となりました。

③業績及び分配の概要
　上記の運用の結果、当期の営業収益は4,054百万円（前期比10.8％増）、営業利益は2,656百万円（前期比7.1％増）となり、借
入金に係る支払利息等のほか投資口交付費146百万円を一括費用計上したため、経常利益は2,286百万円（前期比47.0％増）と
なり、当期純利益は2,285百万円（前期比47.1％増）となりました。
　また、当期の分配金については、本投資法人の規約に定める分配の方針に従い、投資法人の税制の特例（租税特別措置法第67
条の15）の適用により、利益分配金が損金算入されることを企図して、当期未処分利益の概ね全額を分配することとしています。こ
の結果、投資口１口当たりの分配金は2,926円となりました。

期　　　別 単　位
第1期

自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

第2期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

営業収益 百万円 3,660 4,054

　（うち不動産賃貸事業収益） 百万円 （3,660） （4,054）

営業費用 百万円 1,180 1,397

　（うち不動産賃貸事業費用） 百万円 （763） （943）

営業利益 百万円 2,480 2,656

経常利益 百万円 1,555 2,286

当期純利益 百万円 1,553 2,285

総資産額 百万円 108,794 157,784

　（対前期比） ％ （－） （＋45.0）

純資産額 百万円 69,496 88,902

　（対前期比） ％ （－） （＋27.9）

出資総額 百万円 67,943 86,617

発行済投資口総数 口 652,000 781,000

１口当たり純資産額 円 106,590 113,831

分配総額 百万円 1,553 2,285

配当性向 （注２） ％ 99.9 99.9

１口当たり当期純利益 （注３） 円 3,450 3,115

１口当たり分配金額 円 2,383 2,926

　（うち１口当たり利益分配金） 円 （2,383） （2,926）

　（うち１口当たり利益超過分配金） 円 （－） （－）

自己資本比率
　（対前期比増減） （注４） ％ 63.9

（－）
56.4

（△7.5）

自己資本利益率
　（年換算） （注５） ％ 4.5

（5.5）
2.9
（5.8）

【その他参考情報】

投資物件数 件 21 28

総賃貸可能面積 ㎡ 119,413.41 183,750.84

期末稼働率 ％ 99.1 99.0
（注１） 金額に消費税及び地方消費税は含みません。
（注２） 「配当性向」は、小数第２位以下を切り捨てて記載しています。
（注３） 「１口当たり当期純利益」は、「当期純利益」を期中平均投資口数で除することにより算出しています。
 期中平均投資口数は第１期450,347口、第２期733,452口です。
（注４） 「自己資本比率」は、以下の式を用い算出しています。
 「自己資本比率」＝期末純資産額/期末総資産額×100
（注５） 「自己資本利益率」は、以下の式を用い算出しています。
 「自己資本利益率」（純資産当期純利益率）＝当期純利益/［（期首純資産額＋期末純資産額）÷２］×100
 自己資本利益率の括弧内の数値は、営業日数（第１期298日、第２期181日）により年換算したものを記載しています。
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〈投資口の取引所価格の推移〉
　投資法人の投資証券が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価格（終値）は以下のとお
りです。

期別
最高・最低
投資口価格
（終値）

期　別
決算年月

第１期
平成26年８月

第２期
平成27年２月

最高（円） 181,500 185,000
最低（円） 130,000 154,000

（4）分配金等の実績
　当期（第２期）の分配金は、１口当たり2,926円であり、投資法人の課税所得から利益分配金相当額を損金として控除する法人税
課税の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用を企図しており、当期未処分利益の概ね全額を分配することとしています。

期　別
第１期

自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

第２期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

当期未処分利益総額 1,553,814千円 2,285,360千円
利益留保額 98千円 154千円

金銭の分配金総額
　（１口当たり分配金）

1,553,716千円
（2,383円）

2,285,206千円
（2,926円）

うち利益分配金総額
　（１口当たり利益分配金）

1,553,716千円
（2,383円）

2,285,206千円
（2,926円）

うち出資払戻総額
　（１口当たり出資払戻額）

－
（－）

－
（－）

（5）今後の運用方針及び対処すべき課題
　今後のオフィスビル賃貸市場については、雇用情勢や企業業績の改善等による堅調なオフィス需要の継続が引き続き見込まれ、
空室率の低下とともに賃料水準の改善が期待されますが、当面は緩やかに回復していくものと思われます。また、不動産売買市場に
ついては、賃貸市場の本格的な回復期待と良好な資金調達環境により、物件取得競争はより厳しさを増してくるものと思われます。
　このような環境下、本投資法人は、主たる投資対象に東京コマーシャル・プロパティを据えることで中長期的な投資主価値の最大
化を目指し、次世代アセットへの投資により長期的な安定した収益の獲得を目指します。また、中長期的に投資主価値を最大化して
いくために、外部成長及び内部成長の両面においてヒューリックグループによるサポートを活用しつつ、本資産運用会社独自の取組
みも組み合わせながら、中長期的な収益の維持・向上及び運用資産の規模と価値の成長を目指します。
　財務戦略については、適正なLTV水準を維持し、借入金の長期固定化と返済期限の分散化による安定的かつ健全な財務運営を
継続していきます。

（6）決算後に生じた重要な事実
該当事項はありません。

（参考情報）
（Ａ）資産の取得
（イ） 本投資法人は、以下の不動産信託受益権（２物件（取得価格の総額：3,680百万円））を取得しました。なお、取得価格には、

当該不動産等の取得に要する諸費用（取得経費、固定資産税・都市計画税及び消費税等）を含まない金額（信託受益権売買
契約書に記載された売買価格）を記載しています。

物件名称 所在地 取得日
取得価格
（百万円）

取　得　先

笹塚サウスビル 東京都渋谷区 平成27年３月９日 2,100 （注）
東京西池袋ビルディング 東京都豊島区 平成27年３月31日 1,580 （注）
合計 － － 3,680 －

（注）「笹塚サウスビル」の取得先は国内の特別目的会社であり、また、「東京西池袋ビルディング」の取得先は国内の一般事業会社でありますが、先方より開示
についての承諾が得られていないため、やむを得ない事由により、開示していません。なお、当該物件の取得先は、本投資法人及び本資産運用会社の利害
関係人等には該当しません。

（ロ） 本投資法人は、平成27年４月14日付けで、以下の信託受益権の取得に係る売買契約を締結しました。なお、取得価格には、
当該不動産等の取得に要する諸費用（取得経費、固定資産税・都市計画税及び消費税等）を含まない金額（信託受益権売買
契約書に記載された売買価格）を記載しています。

物件名称 所在地 取得予定日
取得予定価格
（百万円）

取　得　先

ゲートシティ大崎 東京都品川区 平成27年４月16日 4,370 ヒューリック株式会社

（Ｂ）資金の借入れ
（イ） 本投資法人は、上記（Ａ）（イ）に記載の物件の取得資金及び関連費用の一部に充当するため、以下の資金の借入れを実行し

ました。

借入先 借入金額 利率
借入
実行日

返済
期限

返済方法 摘要

株式会社三井住友銀行 20億円
0.481％
（注）

平成27年
３月９日

平成32年
８月31日

期限
一括弁済

無担保
無保証

株式会社みずほ銀行、株式
会社三井住友銀行及び株式
会社三菱東京UFJ銀行をア
レンジャーとする協調融資
団

14億円

基準金利（全
銀協１ヶ月日
本円TIBOR）
に0.15％を
加えた利率

平成27年
３月31日

平成27年
10月30日

期限
一括弁済

無担保
無保証

合計 34億円 － － － － －

（注）金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ契約を締結しており、利率欄には当該金利スワップ効果を勘案した利率を記載しています。

（ロ） 本投資法人は、平成27年４月14日付けで、上記（Ａ）（ロ）に記載の物件の取得資金及び関連費用の一部に充当するため、
以下の資金の借入れを行うことを決定しました。

借入先
借入予定
金額

利率
借入

実行予定日
返済
期限

返済方法 摘要

株式会社みずほ銀行、株式
会社三井住友銀行及び株式
会社三菱東京UFJ銀行をア
レンジャーとする協調融資
団

43.7億円

基準金利（全
銀協１ヶ月日
本円TIBOR）
に0.15％を
加えた利率

平成27年
４月16日

平成27年
10月30日

期限
一括弁済

無担保
無保証

（3）増資等の状況
　本投資法人の設立以降、当期までの増資等の状況は以下のとおりです。

年　月　日 摘　要
発行済投資口数（口） 出資総額（百万円）

備　考
増　減 残　高 増　減 残　高

平成25年11月７日 私募設立 2,000 2,000 200 200 （注１）
平成26年２月６日 公募増資 617,500 619,500 64,355 64,555 （注２）
平成26年３月７日 第三者割当増資 32,500 652,000 3,387 67,943 （注３）
平成26年11月６日 公募増資 122,860 774,860 17,785 85,728 （注４）
平成26年11月21日 第三者割当増資 6,140 781,000 888 86,617 （注５）

（注１） 本投資法人の設立に際して、１口当たり発行価額100,000円にて投資口を発行しました。
（注２） １口当たり発行価格108,000円（発行価額104,220円）にて、新規物件の取得資金等の調達を目的として公募により新投資口を発行しました。
（注３） １口当たり発行価額104,220円にて、みずほ証券株式会社を割当先とする新投資口の発行を行いました。
（注４） １口当たり発行価格150,150円（発行価額144,760円）にて、新規物件の取得資金等の調達を目的として公募により新投資口を発行しました。
（注５） １口当たり発行価額144,760円にて、みずほ証券株式会社を割当先とする新投資口の発行を行いました。
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2．投資法人の概況
（1）出資の状況

第１期
平成26年８月31日現在

第２期
平成27年２月28日現在

発行可能投資口総口数 20,000,000口 20,000,000口
発行済投資口の総数 652,000口 781,000口
出資総額 67,943百万円 86,617百万円
投資主数 6,272人 7,275人

（2）投資口に関する事項
　当期末において、発行済投資口数の総数に対し、保有する投資口の比率が高い上位10名（社）は以下のとおりです。

氏名又は名称 所有投資口数（口）
発行済投資口数の総数に
対する所有投資口数の割合

（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 146,917 18.81
ヒューリック株式会社 93,720 12.00
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 93,522 11.97
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 79,157 10.13
野村信託銀行株式会社（投信口） 32,219 4.12
NOMURA BANK（LUXEMBOURG）S.A. 21,250 2.72
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 14,891 1.90
STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 
505001

14,842 1.90

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES 
LUXEMBOURG/JASDEC/HENDERSON HHF SICAV

12,386 1.58

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 
505223

10,322 1.32

合　計 519,226 66.48

（注）  発行済投資口数の総数に対する所有投資口数の割合は、小数第３位以下を切り捨てて記載しています。

（3）役員等に関する事項
①当期における執行役員、監督役員及び会計監査人は以下のとおりです。

役職名 役員等の氏名又は名称 主な兼職等
当該営業期間に
おける役職ごとの
報酬の総額

執行役員 時田　榮治 ヒューリックリートマネジメント株式会社 代表取締役 －千円

監督役員
（注１）

島田　邦雄 島田法律事務所 代表パートナー 3,000千円
杉本　　茂 さくら萌和有限責任監査法人 代表社員 3,000千円

会計監査人
（注２） 新日本有限責任監査法人 － 32,000千円

（注１）  監督役員は、上記記載以外の法人の役員である場合がありますが、上記を含めていずれも本投資法人と利害関係はありません。
（注２）  会計監査人の報酬には、英文財務諸表監査報酬及び新投資口発行に係るコンフォートレター作成業務の報酬が含まれています。

②会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　会計監査人の解任については、投信法の定めに従い、また、不再任については、監査の品質、監査報酬額等その他諸般の事情を
総合的に勘案して、本投資法人の役員会において検討します。

（4）資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者
　当期末における資産運用を行う資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者の名称は、以下のとおりです。

委託区分 名　　称
資産運用会社 ヒューリックリートマネジメント株式会社
資産保管会社 みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者（投資主名簿等に関する事務等） みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者（経理事務等） みずほ信託銀行株式会社
一般事務受託者（機関の運営） みずほ信託銀行株式会社

3．投資法人の運用資産の状況
（1）本投資法人の財産の構成

資産の種類 区　分 地域区分
（注1）

第１期
（平成26年８月31日現在）

第２期
（平成27年２月28日現在）

保有総額
（百万円）
（注２）

対総資産
比率（％）
（注３）

保有総額
（百万円）
（注２）

対総資産
比率（％）
（注３）

信託不動産

東京コマーシャル・
プロパティ

都心６区 75,837 69.7 104,127 66.0
その他23区 3,926 3.6 6,602 4.2
その他 － － 4,850 3.1

計 79,763 73.3 115,580 73.3

次世代アセット

都心６区 － － － －
その他23区 20,435 18.8 20,356 12.9
その他 2,436 2.2 13,576 8.6

計 22,872 21.0 33,932 21.5
信託不動産合計 102,635 94.3 149,512 94.8

預金・その他の資産 6,158 5.7 8,272 5.2
資産総額 108,794 100.0 157,784 100.0

（注１） 「都心６区」とは、千代田区、中央区、港区、新宿区、渋谷区及び品川区を指します。
（注２） 「保有総額」とは、貸借対照表計上額（信託不動産については減価償却後の帳簿価額）によっています。
（注３） 「対総資産比率」とは、資産総額に対する各資産の保有総額の比率を表しており、小数第２位以下を四捨五入しています。
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（2）主要な保有資産
　当期末において本投資法人が保有する主要な保有資産（期末帳簿価額上位10物件）の概要は、以下のとおりです。

不動産等の名称 帳簿価額
（千円）

賃貸可能
面積
（㎡）
（注１）

賃貸面積
（㎡）
（注２）

稼働率
（％）
（注３）

対総不動産
賃貸事業

収益比率（％）
（注４）

主たる
用途

御茶ノ水ソラシティ（注６） 22,852,085 8,341.22 7,622.30 91.4 －（注５） オフィス

ヒューリック神谷町ビル（注６） 20,161,113 12,991.85 12,519.56 96.4 13.6 オフィス

ヒューリック九段ビル（底地） 11,191,213 3,351.07 3,351.07 100.0 6.5 オフィス

大井町再開発ビル２号棟 9,513,984 14,485.66 14,485.66 100.0 7.7 商業施設

虎ノ門ファーストガーデン（注６） 8,622,826 5,689.97 5,689.97 100.0 6.9 オフィス

千葉ネットワークセンター 7,295,309 23,338.00 23,338.00 100.0 2.3 ネットワークセンター

大井町再開発ビル１号棟（注６） 6,257,995 10,612.67 10,612.67 100.0 5.4 商業施設

ヒューリック新宿三丁目ビル 5,572,017 1,351.15 1,351.15 100.0 2.8 商業施設

ラピロス六本木（注６） 5,562,125 5,875.17 5,875.17 100.0 5.3 オフィス

トラストガーデン用賀の杜 5,440,175 5,977.75 5,977.75 100.0 －（注５） 有料老人ホーム

合　計 102,468,846 92,014.51 90,823.30 98.7 －

（注１）  「賃貸可能面積」は、各資産に係る建物の賃貸借契約又は建物図面に基づき建物の賃貸が可能と考えられる床面積（複数の建物が存在する場合には、各
建物の賃貸が可能な床面積の合計）を記載しています。

（注２）  「賃貸面積」は、実際にエンドテナントとの間で賃貸借契約が締結され、賃貸が行われている賃貸借契約に表示された面積を記載しています。
（注３）  「稼働率」は、「賃貸面積」÷「賃貸可能面積」×100の式によります。
（注４）  「対総不動産賃貸事業収益比率」は、各物件の不動産賃貸事業収益を全物件に係る合計額で除した比率を示しています。
（注５）  「対総不動産賃貸事業収益比率」で「－」とされている箇所は、エンドテナントの承諾が得られていないため、やむを得ない理由により、開示していません。
（注６）  「御茶ノ水ソラシティ」の賃貸可能面積、賃貸面積及び稼働率は、本投資法人の持分割合（約13.0％）に相当する数値を記載しています。「ヒューリック神

谷町ビル」の賃貸可能面積、賃貸面積及び稼働率は、本投資法人の持分割合（約39.9％）に相当する数値を記載しています。「虎ノ門ファーストガーデ
ン」の賃貸可能面積、賃貸面積及び稼働率は、本投資法人が保有する区分所有権に係る信託受益権の持分に相当する数値（本投資法人の持分：区分所
有権5,493.69㎡及び区分所有権275.98㎡の共有持分約71.1％）を記載しています。「大井町再開発ビル1号棟」の賃貸可能面積、賃貸面積及び稼働
率は、エンドテナントとの間の賃貸借契約に基づく本投資法人が保有している区分所有権に係る信託受益権の持分割合の数値（本投資法人の持分：区分
所有権12,843.24㎡の共有持分約82.6％）を記載しています。「ラピロス六本木」の賃貸可能面積、賃貸面積及び稼働率は、本投資法人が保有する区
分所有権に係る信託受益権の持分割合に相当する数値（区分所有権5,578.56㎡及び区分所有権586.37㎡の共有持分約50.5％）を記載しています。

（3）不動産等組入資産明細
　当期末において本投資法人が投資する不動産及び不動産信託受益権の概要は、次のとおりです。

区分 不動産等の名称 所　在　地 所有形態
期末帳簿
価額

（百万円）

期末算定
価額

（百万円）
（注）

東
京
コ
マ
ー
シ
ャ
ル・プ
ロ
パ
テ
ィ

オ
フ
ィ
ス

ヒューリック神谷町ビル 東京都港区虎ノ門四丁目３番13号 不動産信託受益権 20,161 21,400

ヒューリック九段ビル（底地） 東京都千代田区九段北一丁目13番５号 不動産信託受益権 11,191 11,900

虎ノ門ファーストガーデン 東京都港区虎ノ門一丁目７番12号 不動産信託受益権 8,622 9,310

ラピロス六本木 東京都港区六本木六丁目１番24号 不動産信託受益権 5,562 5,910

ヒューリック高田馬場ビル 東京都豊島区高田三丁目19番10号 不動産信託受益権 3,914 4,090

ヒューリック神田ビル 東京都千代田区神田須田町一丁目16番５号 不動産信託受益権 3,762 4,000

ヒューリック神田橋ビル 東京都千代田区神田錦町一丁目21番１号 不動産信託受益権 2,505 2,560

ヒューリック蛎殻町ビル 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目28番５号 不動産信託受益権 2,227 2,560

御茶ノ水ソラシティ 東京都千代田区神田駿河台四丁目６番地 不動産信託受益権 22,852 23,660

ヒューリック東上野一丁目ビル 東京都台東区東上野一丁目７番15号 不動産信託受益権 2,687 2,740

商
業
施
設

大井町再開発ビル２号棟 東京都品川区東大井五丁目20番１号 不動産信託受益権 9,513 11,100

大井町再開発ビル１号棟 東京都品川区東大井五丁目18番１号 不動産信託受益権 6,257 6,890

ダイニングスクエア秋葉原ビル 東京都千代田区神田佐久間町一丁目16番２号 不動産信託受益権 3,221 3,440

ヒューリック神宮前ビル 東京都渋谷区神宮前五丁目17番９号 不動産信託受益権 2,676 3,130

ヒューリック新宿三丁目ビル 東京都新宿区新宿三丁目17番２号 不動産信託受益権 5,572 5,750

横浜山下町ビル 神奈川県横浜市中区山下町36番地１ 不動産信託受益権 4,850 4,870

次
世
代
ア
セ
ッ
ト

有
料
老
人
ホ
ー
ム

アリア松原 東京都世田谷区松原五丁目34番６号 不動産信託受益権 3,271 3,840

トラストガーデン用賀の杜 東京都世田谷区用賀一丁目３番１号 不動産信託受益権 5,440 6,090

トラストガーデン桜新町 東京都世田谷区弦巻二丁目11番１号 不動産信託受益権 2,880 3,230

トラストガーデン杉並宮前 東京都杉並区宮前二丁目11番10号 不動産信託受益権 2,794 3,120

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
セ
ン
タ
ー

池袋ネットワークセンター 東京都豊島区上池袋四丁目30番17号 不動産信託受益権 4,600 5,050

田端ネットワークセンター 東京都北区田端六丁目２番８号 不動産信託受益権 1,369 1,530

広島ネットワークセンター 広島県広島市東区光町二丁目６番６号 不動産信託受益権 1,088 1,190

熱田ネットワークセンター 愛知県名古屋市熱田区幡野町20番１号 不動産信託受益権 1,024 1,080

長野ネットワークセンター 長野県長野市大字鶴賀緑町1600番地12 不動産信託受益権 311 362

千葉ネットワークセンター 千葉県印西市武西学園台一丁目１番１号 不動産信託受益権 7,295 7,080

札幌ネットワークセンター 北海道札幌市北区北九条西二丁目４番地１ 不動産信託受益権 2,601 2,530

京阪奈ネットワークセンター 京都府木津川市木津雲村113番地１ 不動産信託受益権 1,255 1,280

合　　計 149,512 159,692

（注）  「期末算定価額」は、本投資法人の規約に定める資産評価方法及び基準並びに一般社団法人投資信託協会の定める規則に基づき、大和不動産鑑定株式
会社、一般財団法人日本不動産研究所、シービーアールイー株式会社、株式会社谷澤総合鑑定所の不動産鑑定士が作成した不動産鑑定評価書の鑑定価
格を記載しています。
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　本投資法人が投資する不動産及び不動産信託受益権ごとの賃貸事業の推移は、次のとおりです。

区分 不動産等の名称

第１期
（自 平成25年11月７日　至 平成26年８月31日）

第２期
（自 平成26年９月１日　至 平成27年２月28日）

テナント
総数
期末時点
（件）
（注１）

稼働率
期末時点
（％）
（注２）

不動産賃貸
事業収益
期間中
（千円）

（注３）（注４）

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）
（注４）

テナント
総数

期末時点
（件）
（注１）

稼働率
期末時点
（％）
（注２）

不動産賃貸
事業収益
期間中
（千円）

（注３）（注４）

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）
（注４）

東
京
コ
マ
ー
シ
ャ
ル・プ
ロ
パ
テ
ィ

オ
フ
ィ
ス

ヒューリック神谷町ビル 1 96.4 595,456 16.3 1 96.4 550,804 13.6

ヒューリック九段ビル（底地） 1 100.0 299,704 8.2 1 100.0 265,002 6.5

虎ノ門ファーストガーデン 1 100.0 314,390 8.6 1 100.0 280,384 6.9

ラピロス六本木 1 90.1 238,264 6.5 1 100.0 216,556 5.3

ヒューリック高田馬場ビル 1 100.0 193,431 5.3 1 100.0 174,058 4.3

ヒューリック神田ビル 1 100.0 166,374 4.5 1 100.0 148,666 3.7

ヒューリック神田橋ビル 1 100.0 97,789 2.7 1 79.3 80,637 2.0

ヒューリック蛎殻町ビル 1 100.0 116,128 3.2 1 100.0 105,867 2.6

御茶ノ水ソラシティ － － － － 1 91.4 （注４） （注４）

ヒューリック東上野一丁目ビル － － － － 1 95.6 64,180 1.6

商
業
施
設

大井町再開発ビル２号棟 1 100.0 352,857 9.6 1 100.0 312,000 7.7

大井町再開発ビル１号棟 1 100.0 247,609 6.8 1 100.0 218,931 5.4

ダイニングスクエア秋葉原ビル 1 100.0 （注４） （注４） 1 100.0 （注４） （注４）

ヒューリック神宮前ビル 1 100.0 93,947 2.6 1 100.0 86,906 2.1

ヒューリック新宿三丁目ビル － － － － 1 100.0 114,434 2.8

横浜山下町ビル － － － － 1 100.0 （注４） （注４）

次
世
代
ア
セ
ッ
ト

有
料
老
人
ホ
ー
ム

アリア松原 1 100.0 （注４） （注４） 1 100.0 （注４） （注４）

トラストガーデン用賀の杜 1 100.0 （注４） （注４） 1 100.0 （注４） （注４）

トラストガーデン桜新町 1 100.0 （注４） （注４） 1 100.0 （注４） （注４）

トラストガーデン杉並宮前 1 100.0 （注４） （注４） 1 100.0 （注４） （注４）

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
セ
ン
タ
ー

池袋ネットワークセンター 1 100.0 153,369 4.2 1 100.0 135,600 3.3

田端ネットワークセンター 1 100.0 51,015 1.4 1 100.0 45,088 1.1

広島ネットワークセンター 1 100.0 49,589 1.4 1 100.0 43,845 1.1

熱田ネットワークセンター 1 100.0 41,750 1.1 1 100.0 36,743 0.9

長野ネットワークセンター 1 100.0 19,923 0.5 1 100.0 17,587 0.4

千葉ネットワークセンター － － － － 1 100.0 93,792 2.3

札幌ネットワークセンター － － － － 1 100.0 35,102 0.9

京阪奈ネットワークセンター － － － － 1 100.0 35,412 0.9

合　　計 21 99.1 3,660,646 100.0 28 99.0 4,054,670 100.0

（注１）  「テナント総数」は、マスターリース会社とマスターリース契約が締結されている場合、テナント数は１として記載しています。
 また、ヒューリック九段ビル（底地）については、テナント数を「１」としています。
（注２） 「稼働率」は、「賃貸面積」÷「賃貸可能面積」×100の式によります。
（注３） 「不動産賃貸事業収益期間中」は、各不動産等の当期の不動産賃貸事業収益の合計を記載しています。
（注４）  「不動産賃貸事業収益期間中」及び「対総不動産賃貸事業収益比率」は、エンドテナントの承諾が得られていないため、やむを得ない理由により、開示し

ていません。

（4）特定取引の契約額等及び時価の状況表
　平成27年２月28日現在、本投資法人における特定取引の契約額等及び時価の状況は、以下のとおりです。

区　分 種　類
契約額等（百万円）（注１） 時価（百万円）

（注２）うち１年超（注１）

市場取引以外の取引 金利スワップ取引
支払固定・受取変動 54,290 54,290 －

合　計 54,290 54,290 －

（注１） 金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
（注２） 当該取引のうち、金融商品に関する会計基準上の特例処理の要件を満たしているものについては時価の記載は省略しています。

（5）その他資産の状況
　不動産を主な信託財産とする信託受益権は、前記（３）不動産等組入資産明細に一括して記載しています。
　当期末において、前記（３）に記載のもの以外に本投資法人が主たる投資対象とする主な特定資産の組入れはありません。

（6）国及び地域毎の資産保有状況
　日本以外の国及び地域について、該当事項はありません。

4．保有不動産の資本的支出
（1）資本的支出の予定
　本投資法人が保有する不動産及び不動産信託受益権に係る信託不動産に関し、現在計画されている改修等に伴う資本的支出
の予定額のうち、主要なものは、以下のとおりです。なお、工事予定金額には、結果として、会計上の費用に区分される部分が発生
する場合があります。

不動産等の名称 所在地 目　的 予定期間
工事予定金額（百万円）

総額 当期支払額 既支払総額

ヒューリック神谷町ビル 東京都
港区

エレベーター改修工事
（９号機）

自 平成27年３月
至 平成27年８月 20 － －

ヒューリック神谷町ビル 東京都
港区

エレベーター改修工事
（４・10号機）

自 平成27年９月
至 平成28年２月 35 － －

ヒューリック神田橋ビル 東京都
千代田区 セキュリティ更新工事 自 平成27年９月

至 平成28年１月 15 － －

大井町再開発ビル２号棟 東京都
品川区 空調制御装置更新工事 自 平成27年９月

至 平成27年10月 23 － －

トラストガーデン桜新町 東京都
世田谷区 外壁タイル改修工事 自 平成27年５月

至 平成27年８月 25 － －

トラストガーデン杉並宮前 東京都
杉並区 外壁タイル改修工事 自 平成27年５月

至 平成27年８月 30 － －

広島ネットワークセンター 広島県
広島市 外壁タイル改修工事 自 平成27年11月

至 平成28年２月 25 － －

（2）期中の資本的支出
　当期中において、資本的支出はポートフォリオ全体で44,000千円であり、修繕費に計上した43,903千円と合わせ、合計
87,903千円の工事を実施しています。
　なお、平成27年２月28日現在の各保有資産に関し、当期に行った資本的支出に該当する１工事10百万円以上のものはありませ
ん。

（3）長期修繕計画のために積立てた金銭
　該当事項はありません。
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区
分 借入先 借入日

当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）

平均利率
（注１）
（注２）

返済期限 返済方法 使途 摘要

長
期
借
入
金

信金中央金庫
平成27年２月27日

－ 200
0.4350％ 平成31年８月30日

期限一括（注３）無担保無保証

株式会社あおぞら銀行 － 200
株式会社新生銀行 － 200
株式会社みずほ銀行

平成27年２月27日

－ 1,650

0.4845％ 平成32年２月28日

株式会社三井住友銀行 － 890
株式会社三菱東京UFJ銀行 － 700
みずほ信託銀行株式会社 － 660
農林中央金庫 － 1,400
株式会社りそな銀行 － 140
信金中央金庫 － 300
株式会社みずほ銀行

平成26年２月７日

2,560 2,560

1.1713％ 平成33年２月７日

株式会社三井住友銀行 1,950 1,950
株式会社三菱東京UFJ銀行 1,060 1,060
みずほ信託銀行株式会社 1,050 1,050
三井住友信託銀行株式会社 1,660 1,660
株式会社りそな銀行 270 270
株式会社みずほ銀行

平成27年２月27日

－ 2,800

0.6750％ 平成33年８月31日

株式会社三井住友銀行 － 2,110
株式会社三菱東京UFJ銀行 － 830
みずほ信託銀行株式会社 － 790
株式会社あおぞら銀行 － 300
株式会社新生銀行 － 300
株式会社みずほ銀行

平成27年２月27日

－ 2,385

0.7730％ 平成34年２月28日

株式会社三井住友銀行 － 1,710
株式会社三菱東京UFJ銀行 － 1,055
みずほ信託銀行株式会社 － 800
三井住友信託銀行株式会社 － 1,400
株式会社りそな銀行 － 200
株式会社日本政策投資銀行 平成26年２月７日 2,450 2,450 1.6100％ 平成34年８月７日
株式会社みずほ銀行

平成26年２月７日
400 400

1.8188％ 平成36年２月７日株式会社三井住友銀行 300 300
株式会社三菱東京UFJ銀行 300 300
株式会社日本政策投資銀行 平成27年２月27日 － 1,900 1.1738％ 平成36年８月30日
株式会社みずほ銀行

平成27年２月27日
－ 250

1.4600％ 平成37年２月28日株式会社三井住友銀行 － 125
株式会社三菱東京UFJ銀行 － 125
株式会社みずほ銀行

平成27年２月27日
－ 150

1.7500％ 平成39年２月26日株式会社三井住友銀行 － 75
株式会社三菱東京UFJ銀行 － 75

小計 29,040 56,740
合　計 33,000 60,700

（注１）  平均利率は期中の加重平均を記載しており、小数第５位以下を四捨五入しています。また、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行った
借入金については、金利スワップの効果を勘案した利率を記載しています。

（注２） 長期借入金は、固定金利による借入れです。（金利スワップ取引により固定金利化した借入れを含みます。）
（注３） 資金使途は、不動産信託受益権の購入資金（付随費用を含みます。）です。
（注４）  平成26年10月16日に14,100百万円、同年11月７日に4,500百万円、同年12月16日に9,100百万円の借入れを行い、平成27年２月27日に全額期

限前弁済をしています。

5．費用・負債の状況
（1）運用等に係る費用明細

項　　目
第１期

自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

第２期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

（a）資産運用報酬 294,238千円 343,190千円

（b）資産保管手数料 8,370千円 6,711千円

（c）一般事務委託手数料 27,483千円 22,212千円

（d）役員報酬 9,800千円 6,000千円

（e）その他営業費用 77,043千円 75,784千円

合　　計 416,935千円 453,899千円

（注）  資産運用報酬には、上記記載金額のほか、個々の不動産等の帳簿価額に算入した物件取得に係る運用報酬が第１期297,787千円、第２期147,460千円
あります。

（2）借入状況
　当期末において本投資法人が行っている資金の借入れは、以下のとおりです。

区
分 借入先 借入日

当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）

平均利率
（注１）
（注２）

返済期限 返済方法 使途 摘要

短
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行
平成26年２月７日

1,980 －
0.3390％ 平成27年２月７日

期限一括（注３）無担保無保証

株式会社三井住友銀行 1,386 －
株式会社三菱東京UFJ銀行 594 －
株式会社みずほ銀行

平成27年２月９日
－ 1,980

0.3300％ 平成28年２月７日株式会社三井住友銀行 － 1,386
株式会社三菱東京UFJ銀行 － 594

小計　（注４） 3,960 3,960

長
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行

平成26年２月７日

2,460 2,460

0.4923％ 平成29年２月７日

期限一括（注３）無担保無保証

株式会社三井住友銀行 1,930 1,930
株式会社三菱東京UFJ銀行 1,080 1,080
みずほ信託銀行株式会社 1,130 1,130
三井住友信託銀行株式会社 790 790
農林中央金庫 790 790
株式会社りそな銀行 310 310
株式会社みずほ銀行

平成26年２月７日

2,570 2,570

0.7738％ 平成31年２月７日

株式会社三井住友銀行 1,950 1,950
株式会社三菱東京UFJ銀行 1,100 1,100
みずほ信託銀行株式会社 1,050 1,050
農林中央金庫 1,660 1,660
株式会社りそな銀行 220 220
株式会社みずほ銀行

平成27年２月27日

－ 1,000

0.4350％ 平成31年８月30日

株式会社三井住友銀行 － 960
株式会社三菱東京UFJ銀行 － 550
みずほ信託銀行株式会社 － 300
三井住友信託銀行株式会社 － 500
農林中央金庫 － 500
株式会社りそな銀行 － 170
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（3）投資法人債
　該当事項はありません。

（4）短期投資法人債
　該当事項はありません。

（５）新投資口予約権
　該当事項はありません。

②その他
　本投資法人が行った取引で、投信法第201条第２項に基づき価格等の調査が必要とされたものについては、新日本有限責任監
査法人にその調査を委託しています。
　平成26年９月１日から平成27年２月28日までの対象期間中に調査対象となった取引は、金利スワップ取引７件であり、当該取引
については、新日本有限責任監査法人から調査報告書を受領しています。なお、当該調査に際しては、金利スワップ取引についての
相手方の名称、銘柄、約定数値、金融商品若しくは金融指標の種類、取引期間その他の当該金利スワップ取引の内容に関すること
について調査を委託しています。

（4）利害関係人等との取引状況
①取引状況

区　　分
売買金額等

買付額等 売付額等

総　　額 46,744百万円 －百万円

利害関係人等との取引状況の内訳

ヒューリック株式会社 28,954百万円 （61.9％） －百万円 （－％）

特定目的会社ソニック・インベストメンツ６ 5,550百万円 （11.9％） －百万円 （－％）

合　　計 34,504百万円 （73.8％） －百万円 （－％）

②支払手数料等の金額

区　分
支払手数料等総額

（Ａ）
（千円）

利害関係人等との取引内訳 総額に
対する割合
Ｂ／Ａ
（％）

支　払　先 支払金額（Ｂ）
（千円）

管理委託費 196,146
ヒューリックビルマネジメント株式会社 54,933 28.0

東京不動産管理株式会社 10,920 5.6

その他賃貸事業費用 149,864

ヒューリックビルマネジメント株式会社 2,027 1.4

ヒューリックオフィスサービス株式会社 46 0.0

東京不動産管理株式会社 521 0.3

（注１）  利害関係人等とは、投資信託及び投資法人に関する法律施行令第123条及び一般社団法人投資信託協会の投資信託及び投資法人に係る運用報告書
等に関する規則第26条第27号に規定される本投資法人と資産運用委託契約を締結している資産運用会社の利害関係人等をいいます。

（注２） 上記記載の支払手数料等以外に、当期中に利害関係人等へ発注した修繕工事等の支払額は以下のとおりです。
 　　　ヒューリックビルマネジメント株式会社 506千円
 　　　ヒューリックビルド株式会社 19,141千円
 　　　東京不動産管理株式会社 1,630千円
（注３）  上記記載の支払手数料等以外に、当期中に利害関係人等へ支払った不動産売買媒介手数料は以下のとおりであり、当該不動産の取得原価に算入して

います。
 　　　ヒューリックビルド株式会社 287,100千円

（5）資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
　本投資法人の資産運用会社（ヒューリックリートマネジメント株式会社）は、第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業、宅
地建物取引業又は不動産特定共同事業のいずれの業務も兼業しておらず、該当事項はありません。

6．期中の売買状況
（1）不動産等及び資産対応証券等の売買状況等

資産の
種類 不動産等の名称

取　得 譲　渡

取得年月日
取得価額
（百万円）
（注）

譲渡
年月日

譲渡価額
（百万円）
（注）

帳簿価額
（百万円）

売却損益
（百万円）

信託受益権 御茶ノ水ソラシティ 平成26年11月７日 22,854 － － － －

信託受益権 ヒューリック東上野一丁目ビル 平成26年10月16日 2,670 － － － －

信託受益権 ヒューリック新宿三丁目ビル 平成26年10月16日 5,550 － － － －

信託受益権 横浜山下町ビル 平成26年10月16日 4,850 － － － －

信託受益権 千葉ネットワークセンター 平成26年12月16日 7,060 － － － －

信託受益権 札幌ネットワークセンター 平成26年12月16日 2,510 － － － －

信託受益権 京阪奈ネットワークセンター 平成26年10月16日 1,250 － － － －

合　　計 － 46,744 － － － －

（注） 「取得価額」又は「譲渡価額」は、当該不動産等の取得に要した諸費用を含まない金額（売買契約書等に記載された売買価格）を記載しています。

（2）その他の資産の売買状況等
　上記不動産等及び資産対応証券等以外の主なその他の資産は、概ね銀行預金又は信託財産内の銀行預金です。

（3）特定資産の価格等の調査
①不動産等
取
得
又
は
譲
渡

資
産
の
種
類

不動産等の名称 取引
年月日

取得価格
（百万円）
（注１）

不動産鑑定
評価額

（百万円）
（注２）

不動産鑑定機関 価格時点

取　
　
　

得

不
動
産
信
託
受
益
権

御茶ノ水ソラシティ 平成26年
11月７日 22,854 23,010

一般財団法人日本不動産研究所 平成26年
８月31日

ヒューリック東上野一丁目ビル 平成26年
10月16日 2,670 2,740

ヒューリック新宿三丁目ビル 平成26年
10月16日 5,550 5,600

横浜山下町ビル 平成26年
10月16日 4,850 4,860

千葉ネットワークセンター 平成26年
12月16日 7,060 7,090

札幌ネットワークセンター 平成26年
12月16日 2,510 2,530

京阪奈ネットワークセンター 平成26年
10月16日 1,250 1,260

合　計 46,744 47,090 － －

（注１）  「取得価格」は、当該不動産等の取得に要した諸費用を含まない金額（売買契約書等に記載された売買価格）を記載しています。
（注２） 上記記載の鑑定評価は、｢不動産鑑定評価基準　各論第３章　証券化対象不動産の価格に関する鑑定評価｣を適用して行っています。
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7．経理の状況 8．その他
（1）資産、負債、元本及び損益の状況
　後記「貸借対照表」、「損益計算書」、「投資主資本等変動計算書」、「注記表」及び「金銭の分配に係る計算書」をご参照くださ
い。

（2）減価償却額の算定方法の変更
　該当事項はありません。

（3）不動産等の評価方法の変更
　該当事項はありません。

（4）自社設定投資信託受益証券等の状況等
　該当事項はありません。

（5）海外不動産保有法人に係る開示
　該当事項はありません。

（6）海外不動産保有法人が有する不動産に係る開示
　該当事項はありません。

（1）お知らせ
①投資主総会
　該当事項はありません。

②投資法人役員会
　当期において、本投資法人の役員会で承認された主要な契約の締結・変更等の概要は、以下のとおりです。

役員会開催日 承認事項 概　　要

平成26年10月14日 新投資口引受契約等締結に
ついて

同日開催の役員会で承認された新投資口発行及び投資口売出しにつ
いて、新投資口の募集等に関する事務をみずほ証券株式会社、野村
證券株式会社及び大和証券株式会社に委託しました。

（2）その他
　本書では、特に記載のない限り記載未満の数値について、金額は切り捨て、比率は四捨五入により記載しています。
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（単位：千円）

前　期（ご参考）
（平成26年８月31日）

当　期
（平成27年２月28日）

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 3,263,862 3,297,438

　　信託現金及び信託預金 2,002,306 3,473,427

　　営業未収入金 3,120 8,235

　　前払費用 18,324 25,064

　　繰延税金資産 27 16

　　未収消費税等 645,501 959,201

　　その他 － 29,545

　　流動資産合計 5,933,142 7,792,928

　固定資産

　　有形固定資産

　　　信託建物 19,003,601 32,624,054

　　　　減価償却累計額 △ 315,412 △ 712,768

　　　　信託建物（純額） 18,688,188 31,911,285

　　　信託構築物 181,832 234,805

　　　　減価償却累計額 △ 8,319 △ 16,668

　　　　信託構築物（純額） 173,512 218,136

　　　信託機械及び装置 39,723 126,816

　　　　減価償却累計額 △ 3,533 △ 10,239

　　　　信託機械及び装置（純額） 36,189 116,577

　　　信託工具、器具及び備品 4,295 8,514

　　　　減価償却累計額 △ 116 △ 543

　　　　信託工具、器具及び備品（純額） 4,179 7,971

　　　信託土地 80,680,217 108,787,109

　　　有形固定資産合計 99,582,288 141,041,081

　　無形固定資産

　　　信託借地権 3,053,575 8,471,289

　　　その他 9,207 8,189

　　　無形固定資産合計 3,062,783 8,479,478

　　投資その他の資産

　　　差入敷金及び保証金 10,000 20,000

　　　長期前払費用 206,356 451,422

　　　投資その他の資産合計 216,356 471,422

　　固定資産合計 102,861,427 149,991,982

　資産合計 108,794,570 157,784,910

（単位：千円）

前　期（ご参考）
（平成26年８月31日）

当　期
（平成27年２月28日）

負債の部

　流動負債

　　営業未払金 275,939 94,633

　　短期借入金 3,960,000 3,960,000

　　未払金 372,135 459,545

　　未払費用 49,394 46,983

　　未払法人税等 1,403 826

　　前受金 550,146 729,959

　　預り金 6,308 4,722

　　流動負債合計 5,215,327 5,296,670

　固定負債

　　長期借入金 29,040,000 56,740,000

　　信託預り敷金及び保証金 5,042,427 6,845,840

　　固定負債合計 34,082,427 63,585,840

　負債合計 39,297,755 68,882,510

純資産の部

　投資主資本

　　出資総額 67,943,000 86,617,040

　　剰余金

　　　当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,553,814 2,285,360

　　　剰余金合計 1,553,814 2,285,360

　　投資主資本合計 69,496,814 88,902,400

　　　純資産合計 ※２ 69,496,814 ※２ 88,902,400

負債純資産合計 108,794,570 157,784,910
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Ⅳ．投資主資本等変動計算書

（単位：千円）

前　期（ご参考）
自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

当　期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

営業収益

　賃貸事業収入 ※１ ※２ 3,523,129 ※１ ※２ 3,885,802

　その他賃貸事業収入 ※１ 137,517 ※１ 168,867

　営業収益合計 3,660,646 4,054,670

営業費用

　賃貸事業費用 ※１ 763,149 ※１ 943,792

　資産運用報酬 294,238 343,190

　資産保管手数料 8,370 6,711

　一般事務委託手数料 27,483 22,212

　役員報酬 9,800 6,000

　その他営業費用 77,043 75,784

　営業費用合計 1,180,085 1,397,692

営業利益 2,480,561 2,656,978

営業外収益

　受取利息 409 536

　還付加算金 － 1,137

　営業外収益合計 409 1,673

営業外費用

　支払利息 158,629 163,883

　融資関連費用 343,990 61,670

　創立費 82,286 －

　投資口交付費 340,790 146,891

　営業外費用合計 925,697 372,444

経常利益 1,555,274 2,286,207

税引前当期純利益 1,555,274 2,286,207

法人税、住民税及び事業税 1,486 935

法人税等調整額 △ 27 11

法人税等合計 1,459 946

当期純利益 1,553,814 2,285,261

前期繰越利益 － 98

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,553,814 2,285,360

　前期（ご参考）（自 平成25年11月７日　至 平成26年８月31日） （単位：千円）

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰　余　金

投資主資本合計当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 － － － － －

当期変動額

　新投資口の発行 67,943,000 － － 67,943,000 67,943,000

　当期純利益 － 1,553,814 1,553,814 1,553,814 1,553,814

当期変動額合計 67,943,000 1,553,814 1,553,814 69,496,814 69,496,814

当期末残高 ※１ 67,943,000 1,553,814 1,553,814 69,496,814 69,496,814

　当期（自 平成26年９月１日　至 平成27年２月28日） （単位：千円）

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰　余　金

投資主資本合計当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 67,943,000 1,553,814 1,553,814 69,496,814 69,496,814

当期変動額

　新投資口の発行 18,674,040 － － 18,674,040 18,674,040

　剰余金の分配 － △ 1,553,716 △ 1,553,716 △ 1,553,716 △ 1,553,716

　当期純利益 － 2,285,261 2,285,261 2,285,261 2,285,261

当期変動額合計 18,674,040 731,545 731,545 19,405,585 19,405,585

当期末残高 ※１ 86,617,040 2,285,360 2,285,360 88,902,400 88,902,400
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〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕

項　目
前　期（ご参考）
自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

当　期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

１．固定資産の減価償却の
　　方法

（１）有形固定資産（信託財産を含む）
　 　定額法を採用しています。なお、主た
る有形固定資産の耐用年数は､次のとお
りです。
　　建物 ３～61年
　　構築物 ６～17年
　　機械及び装置 ３～10年
　　工具、器具及び備品 ６年
（２）無形固定資産
　 　定額法を採用しています。なお、自社
利用のソフトウェアについては社内にお
ける見込利用可能期間（５年）に基づい
ています。

（３）長期前払費用
　 　定額法を採用しています。

（１）有形固定資産（信託財産を含む）
　 　定額法を採用しています。なお、主た
る有形固定資産の耐用年数は､次のとお
りです。
　　建物 ３～63年
　　構築物 ４～18年
　　機械及び装置 ３～10年
　　工具、器具及び備品 ６～10年
（２）無形固定資産
　 　定額法を採用しています。なお、自社
利用のソフトウェアについては社内にお
ける見込利用可能期間（５年）に基づい
ています。

（３）長期前払費用
　 　定額法を採用しています。

２．繰延資産の処理方法 （１）創立費
　 　支出時に全額費用処理しています。
（２）投資口交付費
　 　支出時に全額費用処理しています。

投資口交付費
　支出時に全額費用処理しています。

３．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法
　 　保有する不動産等に係る固定資産
税、都市計画税及び償却資産税等につ
いては、賦課決定された税額のうち当
該決算期間に対応する額を賃貸事業費
用として費用処理する方法を採用して
います。
　 　なお、不動産等の取得に伴い精算金
として譲渡人に支払った取得日を含む
年度の固定資産税等相当額について
は、費用に計上せず当該不動産等の取
得原価に算入しています。当期におい
て、不動産等の取得原価に算入した固
定資産税等相当額は、514,892千円で
す。

固定資産税等の処理方法
　 　保有する不動産等に係る固定資産
税、都市計画税及び償却資産税等につ
いては、賦課決定された税額のうち当
該決算期間に対応する額を賃貸事業費
用として費用処理する方法を採用して
います。
　 　なお、不動産等の取得に伴い精算金
として譲渡人に支払った取得日を含む
年度の固定資産税等相当額について
は、費用に計上せず当該不動産等の取
得原価に算入しています。当期におい
て、不動産等の取得原価に算入した固
定資産税等相当額は、18,418千円で
す。

４．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法
　 　金利スワップ取引については、繰延
ヘッジ処理によっています。ただし、特
例処理の要件を満たす金利スワップに
ついては特例処理を採用しています。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
　 　ヘッジ手段：金利スワップ取引
　 　ヘッジ対象：借入金金利
（３）ヘッジ方針
　 　本投資法人はリスク管理の基本方針
に基づき投資法人規約に規定するリス
クをヘッジする目的でデリバティブ取引
を行っています。

（４）ヘッジ有効性の評価の方法
　 　金利スワップは特例処理の要件を満
たしているため、有効性の評価は省略し
ています。

（１）ヘッジ会計の方法
　 　金利スワップ取引については、繰延
ヘッジ処理によっています。ただし、特
例処理の要件を満たす金利スワップに
ついては特例処理を採用しています。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象
　 　ヘッジ手段：金利スワップ取引
　 　ヘッジ対象：借入金金利
（３）ヘッジ方針
　 　本投資法人はリスク管理の基本方針
に基づき投資法人規約に規定するリス
クをヘッジする目的でデリバティブ取引
を行っています。

（４）ヘッジ有効性の評価の方法
　 　金利スワップは特例処理の要件を満
たしているため、有効性の評価は省略し
ています。

項　目
前　期（ご参考）
自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

当　期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

５．その他計算書類作成の
　　ための基本となる
　　重要な事項

（１） 不動産等を信託財産とする信託受益
権に関する会計処理方法

　 　保有する不動産等を信託財産とする
信託受益権については、信託財産内の
全ての資産及び負債勘定並びに信託財
産に生じた全ての収益及び費用勘定に
ついて、貸借対照表及び損益計算書の
該当勘定科目に計上しています。
　 　なお、該当勘定科目に計上した信託
財産のうち重要性がある下記の科目に
ついては、貸借対照表において区分掲
記しています。
　　① 信託現金及び信託預金
　　②  信託建物、信託構築物、信託機械

及び装置、信託工具、器具及び備
品、信託土地

　　③ 信託借地権
　　④ 信託預り敷金及び保証金
（２）消費税等の処理方法
　 　消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式によっています。なお、資産
の取得に係る控除対象外消費税は、各
資産の取得原価に算入しています。

（１） 不動産等を信託財産とする信託受益
権に関する会計処理方法

　 　保有する不動産等を信託財産とする
信託受益権については、信託財産内の
全ての資産及び負債勘定並びに信託財
産に生じた全ての収益及び費用勘定に
ついて、貸借対照表及び損益計算書の
該当勘定科目に計上しています。
　 　なお、該当勘定科目に計上した信託
財産のうち重要性がある下記の科目に
ついては、貸借対照表において区分掲
記しています。
　　① 信託現金及び信託預金
　　②  信託建物、信託構築物、信託機械

及び装置、信託工具、器具及び備
品、信託土地

　　③ 信託借地権
　　④ 信託預り敷金及び保証金
（２）消費税等の処理方法
　 　消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式によっています。なお、資産
の取得に係る控除対象外消費税は、各
資産の取得原価に算入しています。



34 35

Asset Management Reported
Ⅴ．注記表

〔貸借対照表に関する注記〕

前　期（ご参考）
（平成26年８月31日）

当　期
（平成27年２月28日）

１. コミットメントライン契約
本投資法人は、取引銀行等とコミットメントライン契約を締結し
ています。
コミットメントライン契約の総額 10,000,000千円
借入実行残高 －

１. コミットメントライン契約
本投資法人は、取引銀行等とコミットメントライン契約を締結し
ています。
コミットメントライン契約の総額 10,000,000千円
借入実行残高 －

差引額 10,000,000千円 差引額 10,000,000千円

※２.  投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定
める最低純資産額

 50,000千円

※２.  投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定
める最低純資産額

 50,000千円

〔損益計算書に関する注記〕

前　期（ご参考）
自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

当　期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

※１. 不動産賃貸事業損益の内訳 （単位：千円） ※１. 不動産賃貸事業損益の内訳 （単位：千円）
A. 不動産賃貸事業収益 A. 不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入 賃貸事業収入
　賃料収入 2,897,420 　賃料収入 3,266,266
　地代収入 299,704 　地代収入 265,002
　共益費収入 326,003 　共益費収入 354,534
　　計 3,523,129 　　計 3,885,802
その他賃貸事業収入 その他賃貸事業収入
　水道光熱費収入 93,601 　水道光熱費収入 119,069
　その他収入 43,916 　その他収入 49,798
　　計 137,517 　　計 168,867
不動産賃貸事業収益合計 3,660,646 不動産賃貸事業収益合計 4,054,670
B. 不動産賃貸事業費用 B. 不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用 賃貸事業費用
　管理委託費 140,019 　管理委託費 196,146
　水道光熱費 128,037 　水道光熱費 133,265
　公租公課 － 　公租公課 2
　保険料 5,173 　保険料 7,773
　修繕費 23,944 　修繕費 43,903
　減価償却費 327,382 　減価償却費 412,837
　その他賃貸事業費用 138,591 　その他賃貸事業費用 149,864
不動産賃貸事業費用合計 763,149 不動産賃貸事業費用合計 943,792
C. 不動産賃貸事業損益（A－B） 2,897,497 C. 不動産賃貸事業損益（A－B） 3,110,878
※２. 主要投資主との取引
営業取引によるもの
賃貸事業収入

（単位：千円）

900,162

※２. 主要投資主との取引
営業取引によるもの
賃貸事業収入

（単位：千円）

795,933

〔投資主資本等変動計算書に関する注記〕

項　目
前　期（ご参考）
自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

当　期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

※１.  発行可能投資口
総口数及び発行
済投資口数

発行可能投資口総口数
発行済投資口数

20,000,000口
652,000口

発行可能投資口総口数
発行済投資口数

20,000,000口
781,000口

〔税効果会計に関する注記〕

前　期（ご参考）
（平成26年８月31日）

当　期
（平成27年２月28日）

1． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
  （単位：千円）
（繰延税金資産）
未払事業税損金不算入額 27
繰延税金資産合計 27
繰延税金資産の純額 27

1． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
  （単位：千円）
（繰延税金資産）
未払事業税損金不算入額 16
繰延税金資産合計 16
繰延税金資産の純額 16

2． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳

法定実効税率 36.59％
（調整）
支払分配金の損金算入額 △36.55％
その他 0.05％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.09％

2． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳

法定実効税率 34.16％
（調整）
支払分配金の損金算入額 △34.15％
その他 0.03％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.04％

〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕

前　期（ご参考）
自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

当　期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。
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ていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています（ただし、金利スワップの特例
処理の対象とされた変動金利による長期借入金（後記「デリバティブ取引」をご参照下さい。）は、当該金利スワップと一体として
処理された元利金の合計額を残存期間に対応した同様の新規借入れを行った場合に合理的に想定される利率で割り引いて算定
する方法によっています。）。固定金利による長期借入金の時価については、当該長期借入金の元利金の合計額を残存期間に対
応した同様の新規借入れを行った場合に合理的に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。

デリバティブ取引
（１）ヘッジ会計が適用されていないもの
　　該当事項はありません。
（２）ヘッジ会計が適用されているもの
　　ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。

（単位：千円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等
時価 当該時価の

算定方法うち１年超

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 26,590,000 26,590,000 ＊ －

＊  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該
長期借入金の時価に含めて記載しています。（前記「金融商品に関する注記」2．金融商品の時価等に関する事項（注１）金融商品
の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項　負債（２）長期借入金をご参照下さい。）

（注２） 金銭債権の決算日（平成26年８月31日）後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

現金及び預金 3,263,862 － － － － －

信託現金及び信託預金 2,002,306 － － － － －

合計 5,266,168 － － － － －

（注３） 長期借入金及びその他の有利子負債の決算日（平成26年８月31日）後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 3,960,000 － － － － －

長期借入金 － － 8,490,000 － 8,550,000 12,000,000

合計 3,960,000 － 8,490,000 － 8,550,000 12,000,000

〔金融商品に関する注記〕
前期（ご参考）（自 平成25年11月７日　至 平成26年８月31日）
１. 金融商品の状況に関する事項
　（１）金融商品に対する取組方針
　　 　本投資法人は、資産の取得、修繕、債務の返済等に充当する資金を、主として金融機関からの借入れ、投資口の発行等によ
り調達します。有利子負債の調達に際しては、資金調達の機動性と財務の安定性のバランスに考慮しています。

　　 　デリバティブ取引は、借入金等の金利変動リスクをヘッジすることを目的とした運用に限るものとし、投機的な取引は行いま
せん。

　（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　　 　預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻など信用リスクに晒されていますが、安全性
及び換金性を考慮し、預入期間を短期に限定して運用しています。

　　 　借入金は、主として資産の取得を目的としたものです。このうち変動金利による借入金は、金利の変動リスクに晒されていま
すが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用し、実質固定化することで、その変動リスクを回避してい
ます。

　　 　なお、ヘッジ会計の方法、ヘッジの手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価の方法については、前記「重要な
会計方針に係る事項に関する注記」に記載されている「４．ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

　（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　 　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。
当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動すること
があります。また、後記「デリバティブ取引」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバ
ティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

２. 金融商品の時価等に関する事項
　　平成26年８月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　価 差　額

（１）現金及び預金 3,263,862 3,263,862 －

（２）信託現金及び信託預金 2,002,306 2,002,306 －

　　資産計 5,266,168 5,266,168 －

（１）短期借入金 3,960,000 3,960,000 －

（２）長期借入金 29,040,000 28,191,628 △848,372

　　負債計 33,000,000 32,151,628 △848,372

デリバティブ取引 － － －

（注１） 金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

資産
（１）現金及び預金、（２）信託現金及び信託預金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

負債
（１）短期借入金
　　これらは短期間で決済され、かつ、変動金利であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
（２）長期借入金
　 　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、本投資法人の信用状態は実行後と大きく異なっ
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処理の対象とされた変動金利による長期借入金（後記「デリバティブ取引」をご参照下さい。）は、当該金利スワップと一体として
処理された元利金の合計額を残存期間に対応した同様の新規借入れを行った場合に合理的に想定される利率で割り引いて算定
する方法によっています。）。固定金利による長期借入金の時価については、当該長期借入金の元利金の合計額を残存期間に対
応した同様の新規借入れを行った場合に合理的に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。

デリバティブ取引
（１）ヘッジ会計が適用されていないもの
　　該当事項はありません。
（２）ヘッジ会計が適用されているもの
　　ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。

（単位：千円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等
時価 当該時価の

算定方法うち１年超

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 54,290,000 54,290,000 ＊ －

＊  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該
長期借入金の時価に含めて記載しています。（前記「金融商品に関する注記」2．金融商品の時価等に関する事項（注１）金融商品
の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項　負債（２）長期借入金をご参照下さい。）

（注２） 金銭債権の決算日（平成27年２月28日）後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

現金及び預金 3,297,438 － － － － －

信託現金及び信託預金 3,473,427 － － － － －

合計 6,770,865 － － － － －

（注３） 長期借入金及びその他の有利子負債の決算日（平成27年２月28日）後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 3,960,000 － － － － －

長期借入金 － 8,490,000 － 8,550,000 10,320,000 29,380,000

合計 3,960,000 8,490,000 － 8,550,000 10,320,000 29,380,000

当期（自 平成26年９月１日　至 平成27年２月28日）
１. 金融商品の状況に関する事項
　（１）金融商品に対する取組方針
　　 　本投資法人は、資産の取得、修繕、債務の返済等に充当する資金を、主として金融機関からの借入れ、投資口の発行等によ
り調達します。有利子負債の調達に際しては、資金調達の機動性と財務の安定性のバランスに考慮しています。

　　 　デリバティブ取引は、借入金等の金利変動リスクをヘッジすることを目的とした運用に限るものとし、投機的な取引は行いま
せん。

　（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　　 　預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻など信用リスクに晒されていますが、安全性
及び換金性を考慮し、預入期間を短期に限定して運用しています。

　　 　借入金は、主として資産の取得を目的としたものです。このうち変動金利による借入金は、金利の変動リスクに晒されていま
すが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用し、実質固定化することで、その変動リスクを回避してい
ます。

　　 　なお、ヘッジ会計の方法、ヘッジの手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価の方法については、前記「重要な
会計方針に係る事項に関する注記」に記載されている「４．ヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

　（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　 　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。
当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動すること
があります。また、後記「デリバティブ取引」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバ
ティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

２. 金融商品の時価等に関する事項
　　平成27年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　価 差　額

（１）現金及び預金 3,297,438 3,297,438 －

（２）信託現金及び信託預金 3,473,427 3,473,427 －

　　資産計 6,770,865 6,770,865 －

（１）短期借入金 3,960,000 3,960,000 －

（２）長期借入金 56,740,000 55,316,760 △1,423,240

　　負債計 60,700,000 59,276,760 △1,423,240

デリバティブ取引 － － －

（注１） 金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

資産
（１）現金及び預金、（２）信託現金及び信託預金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

負債
（１）短期借入金
　　これらは短期間で決済され、かつ、変動金利であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
（２）長期借入金
　 　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、本投資法人の信用状態は実行後と大きく異なっ
ていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています（ただし、金利スワップの特例
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〔賃貸等不動産に関する注記〕
前期（ご参考）（自 平成25年11月７日　至 平成26年８月31日）
　本投資法人は、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビル等を所有しています。これら賃
貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
期末時価

期首残高 期中増減額 期末残高

－ 102,635,863 102,635,863 109,743,000

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注２）  賃貸等不動産の期中増減額のうち、主な増加額は不動産信託受益権21物件の取得（102,933,082千円）、主な減少額は減価償却費（327,382千円）

です。
（注３） 当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。
 なお、賃貸等不動産に関する当期における損益は、前記「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。

当期（自 平成26年９月１日　至 平成27年２月28日）
　本投資法人は、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビル等を所有しています。これら賃
貸等不動産の貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
期末時価

期首残高 期中増減額 期末残高

102,635,863 46,876,507 149,512,370 159,692,000

（注１） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注２）  賃貸等不動産の期中増減額のうち、主な増加額は不動産信託受益権７物件の取得（47,245,344千円）、主な減少額は減価償却費（412,837千円）で

す。
（注３） 当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。
 なお、賃貸等不動産に関する当期における損益は、前記「損益計算書に関する注記」に記載のとおりです。

〔資産の運用の制限に関する注記〕

前　期（ご参考）
自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

当　期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

－ 　該当事項はありません。

〔関連当事者との取引に関する注記〕
　前期（ご参考）（自 平成25年11月７日　至 平成26年８月31日）

属　性 会社等の名称
事業の
内容
又は職業

投資口の
所有口数
割合

取引の内容
（注１）

取引金額
（千円）（注２） 科　目 期末残高

（千円）

主要投資主
ヒューリック
株式会社

不動産業 12.50％

出資金の受入れ 200,000 － －

不動産信託受益権
の購入

83,733,000 － －

敷金保証金の預り 4,877,347 信託預り敷金
及び保証金

4,763,562
敷金保証金の返還 113,785

賃料収入等 900,162 前受金 139,734

資産運用会社
ヒューリック
リートマネジメ
ント株式会社

投資運用業 －
設立企画人報酬の
支払

50,000 － －

資産保管会社
みずほ信託銀行
株式会社

銀行業 －

長期借入金の借入 3,230,000 長期借入金 3,230,000

支払利息 11,915 未払費用 3,373

融資関連費用 23,985 長期前払費用 21,254

（注１） 取引条件については、利害関係者取引規程または市場の実勢に基づいて決定しています。
（注２） 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

　当期（自 平成26年９月１日　至 平成27年２月28日）

属　性 会社等の名称
事業の
内容
又は職業

投資口の
所有口数
割合

取引の内容
（注１）

取引金額
（千円）（注２） 科　目 期末残高

（千円）

主要投資主
ヒューリック
株式会社

不動産業 12.00％

不動産信託受益権
の購入

28,954,000 － －

敷金保証金の預り 667,554 信託預り敷金
及び保証金

5,419,264
敷金保証金の返還 11,852

賃料収入等 795,933 前受金 139,734

利害関係人等
特定目的会社
ソニック・イン
ベストメンツ６

不動産業 －
不動産信託受益権
の購入

5,550,000 － －

資産保管会社
みずほ信託銀行
株式会社

銀行業 －

長期借入金の借入 2,550,000 長期借入金 5,780,000

支払利息 9,601 未払費用 3,176

融資関連費用 23,077 長期前払費用 41,911

（注１） 取引条件については、利害関係者取引規程または市場の実勢に基づいて決定しています。
（注２） 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
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〔１口当たり情報に関する注記〕

前　期（ご参考）
自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

当　期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

１口当たり純資産額 106,590円
１口当たり当期純利益 3,450円
　１口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数による
加重平均投資口数で除することにより算定しています。
　潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在
投資口がないため記載していません。

１口当たり純資産額 113,831円
１口当たり当期純利益 3,115円
　１口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数による
加重平均投資口数で除することにより算定しています。
　潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在
投資口がないため記載していません。

（注） １口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前　期（ご参考）
自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

当　期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

当期純利益（千円） 1,553,814 当期純利益（千円） 2,285,261

普通投資主に帰属しない金額（千円） － 普通投資主に帰属しない金額（千円） －

普通投資口に係る当期純利益（千円） 1,553,814 普通投資口に係る当期純利益（千円） 2,285,261

期中平均投資口数（口） 450,347 期中平均投資口数（口） 733,452

〔重要な後発事象に関する注記〕

前　期（ご参考）
自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

当　期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

新投資口の発行
　本投資法人は平成26年10月14日開催の役員会におい
て、特定資産の取得資金の一部に充当することを目的として、
新投資口の発行を決議しました。なお、１口当たりの発行価格
等については、発行価格等決定日（平成26年10月29日から
平成26年11月５日の間に開催予定）の役員会にて決定され
る予定です。

（公募による新投資口の発行）
発行新投資口数 ： 122,860口（国内と海外を含む）
払込期日 ：  平成26年11月６日から平成26年

11月12日までの間のいずれかの日

（第三者割当による新投資口の発行）
発行新投資口数（上限） ： 6,140口
払込期日 ： 平成26年11月21日
割当先 ： みずほ証券株式会社
　なお、本件第三者割当における発行投資口数の全部又は一
部につき申込みが行われず、その結果、失権により本件第三
者割当における最終的な発行投資口数がその限度で減少し、
又は発行そのものが全く行われない場合があります。

　該当事項はありません。
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Asset Management Reported
Ⅶ．監査報告書

項　目
前　期（ご参考）
自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

当　期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

Ⅰ 当期未処分利益
Ⅱ 分配金の額
　 （投資口１口当たり分配金の額）

1,553,814,966円
1,553,716,000円

（2,383円）

2,285,360,110円
2,285,206,000円

（2,926円）

Ⅲ 次期繰越利益 98,966円 154,110円

分配金の額の算出方法

　本投資法人の規約第35条第１項に定
める分配方針に基づき、分配金の額は利
益の金額を限度とし、かつ、租税特別措
置法第67条の15に規定する配当可能利
益の額の100分の90に相当する金額を
超えるものとしています。かかる方針に
より、当期未処分利益を超えない額で発
行済投資口数652,000口の整数倍の最
大値となる1,553,716,000円を利益分
配金として分配することとしました。
　なお、本投資法人の規約第35条第２
項に定める利益を超えた金銭の分配は
行いません。

　本投資法人の規約第35条第１項に定
める分配方針に基づき、分配金の額は利
益の金額を限度とし、かつ、租税特別措
置法第67条の15に規定する配当可能利
益の額の100分の90に相当する金額を
超えるものとしています。かかる方針に
より、当期未処分利益を超えない額で発
行済投資口数781,000口の整数倍の最
大値となる2,285,206,000円を利益分
配金として分配することとしました。
　なお、本投資法人の規約第35条第２
項に定める利益を超えた金銭の分配は
行いません。
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（単位：千円）

前　期（ご参考）
自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

当　期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前当期純利益 1,555,274 2,286,207
　減価償却費 328,360 413,856
　投資口交付費 340,790 146,891
　受取利息 △ 409 △ 536
　支払利息 158,629 163,883
　営業未収入金の増減額（△は増加） △ 3,120 △ 5,114
　未収消費税等の増減額（△は増加） △ 645,501 △ 313,699
　前払費用の増減額（△は増加） △ 18,324 △ 6,739
　営業未払金の増減額（△は減少） 268,610 △ 184,542
　未払金の増減額（△は減少） 372,135 56,148
　前受金の増減額（△は減少） 550,146 179,813
　預り金の増減額（△は減少） 6,308 △ 1,586
　長期前払費用の増減額（△は増加） △ 206,356 △ 245,066
　その他 2,505 △ 28,832
　小計 2,709,049 2,460,681
　利息の受取額 409 536
　利息の支払額 △ 111,823 △ 167,115
　法人税等の支払額又は還付額（△は支払） － △ 1,403
　営業活動によるキャッシュ・フロー 2,597,634 2,292,698
投資活動によるキャッシュ・フロー
　信託有形固定資産の取得による支出 △ 99,902,341 △ 41,868,393
　信託無形固定資産の取得による支出 △ 3,053,575 △ 5,417,714
　無形固定資産の取得による支出 △ 10,186 －
　差入敷金及び保証金の差入による支出 △ 10,000 △ 10,000
　信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △ 113,785 △ 11,852
　信託預り敷金及び保証金の受入による収入 5,156,212 1,815,264
　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 97,933,675 △ 45,492,695
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入れによる収入 7,360,000 31,660,000
　短期借入金の返済による支出 △ 3,400,000 △ 31,660,000
　長期借入れによる収入 29,040,000 27,700,000
　投資口の発行による収入 67,602,209 18,556,841
　分配金の支払額 － △ 1,552,147
　財務活動によるキャッシュ・フロー 100,602,209 44,704,694
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,266,168 1,504,697
現金及び現金同等物の期首残高 － 5,266,168
現金及び現金同等物の期末残高 ※1 5,266,168 ※1 6,770,865

（注）  キャッシュ・フロー計算書は、投資信託及び投資法人に関する法律第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象に当たらないため、会計監査人の監査
を受けていません。

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕（参考情報）

項　目
前　期（ご参考）
自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

当　期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

キャッシュ・フロー計算書における
資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金
(現金及び現金同等物)は、手許現金及び
信託現金、随時引き出し可能な預金及び
信託預金並びに容易に換金が可能であ
り、かつ、価値の変動について僅少のリ
スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に
償還期限の到来する短期投資からなりま
す。

　キャッシュ・フロー計算書における資金
(現金及び現金同等物)は、手許現金及び
信託現金、随時引き出し可能な預金及び
信託預金並びに容易に換金が可能であ
り、かつ、価値の変動について僅少のリ
スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に
償還期限の到来する短期投資からなりま
す。

〔キャッシュ･フロー計算書に関する注記〕（参考情報）

前　期（ご参考）
自 平成25年11月７日
至 平成26年８月31日

当　期
自 平成26年９月１日
至 平成27年２月28日

※１． 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係

※１． 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係

　現金及び預金
　信託現金及び信託預金

（平成26年８月31日現在）
3,263,862千円
2,002,306千円

　現金及び預金
　信託現金及び信託預金

（平成27年２月28日現在）
3,297,438千円
3,473,427千円

　現金及び現金同等物 5,266,168千円 　現金及び現金同等物 6,770,865千円
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外国法人・個人
180,231口（23.07%）

その他の国内法人
117,190口
（15.00%）

個人・その他
66,675口
（8.53%）

金融機関
（証券会社を含む）
416,904口
（53.38%）

外国法人・個人
135名（1.85%）

その他の国内法人
204名（2.80%）

金融機関
（証券会社を含む）
91名（1.25%）

個人・その他
6,845名（94.08%）

所有者別
投資口数

所有者別
投資主数

住所変更等手続きについて
ご住所などの変更のお届出及びご照会については、投資主様が口座を開設された証券会社宛にお願いいたします。

分配金について
「分配金」は「分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行全国本支店及び出張所並びに郵便局（銀行代理業者）にお持ちい
ただくことによりお受取りいただけます。受領期間を過ぎた場合は、「分配金領収証」裏側に受領方法を指定し、みずほ
信託銀行証券代行部にご郵送ください。また、みずほ信託銀行（トラストラウンジは除く）及びみずほ銀行の各本支店でも
お支払いたします。（なお、みずほ証券ではお取次ぎのみいたします。）
また、分配金の銀行等への振込ご指定については、上記住所変更等手続きと同様、証券会社宛にお願いいたします。
（注） 分配金は本投資法人規約の規定により、分配金支払開始日より3年以内にお受取りになりませんとお支払できなくなりますので、お早めにお受け取りください。

平成26年1月1日以降に支払われる上場株式等の配当等に係る源泉徴収税率は以下のとおりとなります。

平成25年12月31日をもって上場株式等の配当等に係る軽減税率が廃止され、平成26年1月1日以
降に支払開始日を迎える上場株式等の配当等の税率は本則税率となりましたので、ご案内いたしま
す。なお平成25年1月1日から平成49年12月31日までの25年間は、復興特別所得税として所得税額
に対して2.1％を乗じた金額が課税されています。

●  法人に対しては住民税が徴収されません。
●  本ご案内は、上場株式等の配当等に係る税金について一般的な情報をご提供するためのものであり、本ご案内の内容が当てはまらない場合もございます。
詳細につきましては、最寄りの税務署、税理士等にお問い合わせください。

●  本ご案内は、平成27年2月時点の情報をもとに作成しております。

平成26年1月1日から
平成49年12月31日まで 平成50年1月1日から

所 得 税 15% 15%

復 興 特 別 所 得 税 0.315% ー

住 民 税 5％ 5％

合　　　　　　　　　　計 20.315％ 20％

決 　 算 　 期：毎年2月末日・毎年8月末日

投 資 主 総 会：2年に1回以上開催

同 基 準 日：本投資法人規約に定める日

分配金受領基準日：毎年2月末日・8月末日

投資主名簿等管理人：東京都中央区八重洲一丁目2番1号　みずほ信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 場 所：東京都中央区八重洲一丁目2番1号　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

 〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号　みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

 　  0120-288-324（フリーダイヤル 平日 9時～17時）

上場金融商品取引所：東京証券取引所（証券コード：3295）

郵 便 物 送 付 先

電話お問い合わせ先スポンサーサポート

外部成長

内部成長

■物件取得及び運用業務の補助サービス

■物件共有への協力

■ウェアハウジング機能の提供

■優先交渉権の付与
■第三者保有物件の売却情報提供

■固定賃料のマスターリース

■人的サポート・ノウハウの提供
■保有資産の再開発サポート

■商標（ヒューリックブランド）の使用

■リーシングサポート
■プロパティ・マネジメント業務の受託

■マーケット情報の提供

■環境配慮技術・ノウハウの提供
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